
1 

【参考資料】ウォーターPPPの概要と浦安市の課題 
 

■ウォーターPPP 導入後の業務形態 

ウォーターPPP とは、施設の維持管理や改築、計画策定に係る個々の業務を個別発注する従来の

業務形態を大きく転換し、原則 10年間という長期間における維持管理・改築・計画策定等の業務一

式を一括して委託契約することにより、官民双方の負担軽減や効率化、収益性の確保を目指す業務

形態のことです。 

業務分野が多岐にわたり業務量も多いことから、ウォーターPPP における受託者（下図の「受託

者W」）は複数事業者の共同体であるＪＶ等となることが想定されます。また、受託者が受託者外の

事業者に個別の業務を再委託することも考えられます。 

なお、ウォーターPPP の範囲外とした業務（管渠の新設工事、更新支援型を採用した場合の実施

設計・改築工事等）については、これまでどおり市から業務ごとの発注となり、ウォーターPPP 受

託者以外も受注が可能です。 

 

 

図-1 業務形態の例 

 

 

 

 

 

  

受託者W（例）：A社は改築計画策定、B社は維持管理（清掃）、 
C 社は維持管理（点検・調査）、D社は改築工事…のように、受
託業務全体をカバーできるよう JV 等を組織する 
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■ウォーターPPP の要件と対象となる業務項目 

ウォーターPPP は、民間への委託の度合いによりレベル分けされます。 

最も委託の度合いが高いレベル４はコンセッション方式と呼ばれ、10 年～20 年にわたり運営権

を民間に移譲する形となるため、コンセッション方式を採用することはハードルが高いです。 

よって、現状で多くの自治体が検討している方式は「管理・更新一体マネジメント方式」（レベル

3.5）と呼ばれるものになります。 

レベル 3.5の中には、維持管理と改築工事を一体的に実施する「更新実施型」と、更新計画案の

策定は行うが、その改築工事に掛かる発注は、別業務として発注する「更新支援型」があります。 

管理・更新一体マネジメント方式の 4要件は下表のとおりです。 
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表 1 更新実施型及び更新支援型の業務項目（例） 

業務項目（例） 更新実施型 更新支援型 

維 
持 
管 
理 

巡視点検 〇 〇 

清掃 〇 〇 

調査 〇 〇 

修繕 〇 〇 

更 
新 

更新計画案策定 〇 〇 

実施設計 〇 －（○※1） 

改築工事 〇 － 

※1 ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（CM）方式を含む場合は、企画・設計・発注・施工・維持管理の各段階で管理・支援を含む 

 

 

■浦安市の課題 

 
表 2 浦安市の課題一覧 

項目 課題 

人材 施設老朽化による業務量・負担の増加 

施設 施設の老朽化 

財政 改築更新事業に係る費用の増加による財務収益性の悪化 

情報 維持管理に関するデータの蓄積 
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■現段階で市が想定している W-PPP 事業の業務範囲等 

※なお、ウォーターPPP の対象施設や対象範囲に関しては現時点での想定であり、確定している事項ではありません。 

 

①業務範囲（案） 

・統括管理業務：全体の統括や進行管理、経理等 

・計画策定業務：修繕・改築計画の策定及びストックマネジメント計画の策定と進捗管理、 

総合地震対策計画の策定等 

 ・維持管理業務：点検・調査、清掃、修繕工事等 

 ・運転管理業務：ポンプ等の運転管理等 

 ・改築業務等：施設の更新に係る実施設計等 

 ・窓口業務：料金徴収、下水道受益者負担金、窓口対応等 

※現段階では「更新支援型」での導入を想定しているため、工事は含まない。 

 

②対象施設（案） 

 浦安市江戸川左岸道流域関連公共下水道（市内全域） 

  ・管路施設（汚水）：管渠 約 221㎞（マンホール、マンホールふた、ます、取付管を含む） 

  ・マンホールポンプ（汚水）：2か所 

  ・ポンプ場（汚水）：2か所 

  ・管路施設（雨水）：管渠 約 160㎞（マンホール、マンホールふた、ます、取付管を含む） 

  ・排水機場・ポンプ場（雨水）：18か所 

  ・ゲート（雨水）：34か所 

  ・貯留施設（雨水）：7か所 

 

   

③事業期間（案） 

 10 年間 

更新支援型の場合は令和 11 年度、更新実施型の場合は令和 12 年度から事業を開始する予定で

す。 

 

 

■マーケットサウンディングの結果を活用し今後検討していく具体的な内容 

・更新実施型と更新支援型のどちらを採用するか。 

・市内全域の全施設をウォーターPPP の対象とするか。 

・その他業務（窓口、料金徴収等）を対象事業に含めるか。 

・地元の民間事業者が参入しやすい募集条件や選定基準をどのように考えるか。 

 

 


